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争にたいする法 jus ad bellum・戦争における法 jus in bello・戦争後の法 jus 
post bellum の区別，グロティウスによる領土と国民の保護としての自衛権の観念，
がそれぞれ取り上げられる。これらの古典的正戦論の整理をふまえて，候補者は，
新たな戦争の時代における正戦論として，jus ad bellum, jus in bello, jus post 
bellum という戦争状況のカテゴリーごとに，必要性原則 necessity および比例性原
則 proportionality の要素を考慮すべきことを，主張している。そしてこの 6つの
考慮要素からなる候補者の正戦論にもとづいて，現代の道徳哲学的正戦論を展開し
ている M. ウォルツァー，J. ロールズ，L. メイの所論を整理し，新たな戦争にお
ける武力行使の道徳的正統性の各論点を明確化している。 















戦論にもとづいて，次の評価を加える。ひとつには，jus ad bellum の観点におい
て，アフガニスタン戦争自体が自衛戦争として正当であるとしても，アフガニスタ
ン市民の犠牲は正当化しえないことを日本政府は度外視している，という問題が残




































































































ている。すなわち，本稿の分析枠組である 6つの考慮要素，jus ad bellum，jus in 
bello，jus post bellum の各段階にかかる，necessity，proportionality という
二原理が，そもそも，すべての軍事力行使の状況において同じ重要性を持つものと
して考慮すべきものであるのかどうか，という点である。とりわけ，jus ad bellum
が戦争目的の正当性に関わり， jus in bello が目的手段関係における相当性に関
わる問題である，と捉えるならば，この議論はすでに公法学において理論の進展が
見られるところであるが，本稿では十分に検討されていない。そのために，日本政
府の政策形成過程にたいする規範的評価分析において，jus ad bellum と jus in 
bello の議論の区別が，必ずしも明晰ではない印象が残る。さらに，jus post bellum
の段階は，正戦論の新たな考慮要素として，今後ますます注目に値すべき事柄であ
るが，はたして，jus ad bellum と jus post bellum は，一体として考慮に入れて
武力行使の正当性を判断すべき要素であるのか，あるいは，別個独立に判断可能な
規範的要素であるのか，明確化されていない。むしろ，理論的には，jus post bellum
の正当性と比例性については，jus ad bellum と jus in bello の問題と切り離す
ことは，理論的には十分可能であるように思われる。 










 これら未解決の課題は多数残されているものの， 200 ページに及び，かつ学際的
な主題を取り扱う英語論文のなかで，すべて詳細に論じ尽くされていないとしても，
ある程度やむを得ないものと評価せざるを得ないであろう。とりわけ，道徳哲学と
国際関係理論の全体に渡る理論構成，および，道徳哲学と国際法学を架橋する規範
的統一理論の構築については，博士課程における研究を超えた分野横断的な課題と
なるので，候補者による今後の理論的彫琢と発展が期待されるところである。 
3 結論 
 以上の理由から，鈴木美南氏による本論文を，博士（法学）の学位を授与するに
値するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
